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「くるみん」のマークには、赤
ちゃんが大事に包まれる「おく
るみ」と、「職場ぐるみ･会社
ぐるみ」で仕事と子育ての両⽴
支援に取り組もうという意味が
込められています。

令和３年９⽉中間期決算の概要
及び日本公庫の取組み
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令和３年９⽉中間期決算の概要



（単位︓億円）

科 目 令和2年3月期
令和3年3月期 令和4年3月期

令和2年9月中間期 令和3年9月中間期

経 常 収 益 4,694 2,685 4,788 2,437
資⾦運⽤収益 2,123 1,074 2,102 985
役務取引等収益 13 11 26 18
保険引受収益 1,948 1,208 2,012 1,098
その他業務収益 － － － 1
政府補給⾦収⼊ 547 371 599 296
その他経常収益 61 20 46 36

経 常 費 ⽤ 4,987 9,317 15,158 4,992
資⾦調達費⽤ 383 168 329 152
役務取引等費⽤ 34 20 38 14
保険引受費⽤ 1,893 6,782 9,103 2,065

保険契約準備⾦繰⼊額 － 5,814 7,636 1,594
その他業務費⽤ 35 13 57 91
営業経費 1,203 643 1,278 645
その他経常費⽤ 1,436 1,688 4,351 2,022

貸倒引当⾦繰⼊額 1,149 1,574 4,075 1,870
貸出⾦償却 143 20 119 56

経 常 損 失（▲） ▲293 ▲6,631 ▲10,370 ▲2,555
特 別 利 益 1 － 0 0
特 別 損 失 4 0 2 0

当 期 （ 又 は 中 間 期 ） 純 損 失 （ ▲ ） ▲296 ▲6,631 ▲10,372 ▲2,555

（注）本資料においては、数値は単位未満切捨て

（1）損益の状況令和３年９⽉中間期決算１
今中間期は、2,555億円の中間純損失を計上しました。令和3年3月期、令和2年9月中間期と⽐べ赤字幅は縮小しました。

赤字幅縮小の主な要因は、保険契約準備⾦繰⼊額が減少したことによるものです（詳細は後掲）。
ただし、コロナ資本性ローンの残⾼増加により、貸倒引当⾦繰⼊額等の与信関係費⽤は増加しています（詳細は後掲）。

４



（2）保険引受残高及び貸出⾦残高の状況令和３年９⽉中間期決算１

新型コロナウイルス感染症関連の保険引受及び貸出⾦の増加は、前期と⽐べ⼀段落しています。

◆ただし、コロナ資本性ローンを含めた資本性ローンの残⾼は、前期末⽐で2,074億円増加しています。

令和2年3月期
期末残⾼

令和２年度
貸付⾦額

令和3年3月期
期末残⾼

令和3年度
貸付⾦額
（６ヵ月）

令和3年9月中間期
期末残⾼

国⺠⼀般向け業務勘定 70,336 91,640 127,204 13,217 126,993

農林⽔産業者向け業務勘定 31,028 7,058 34,165 1,990 34,446

中小企業者向け融資・証券化支援保証業務勘定 50,837 45,648 81,164 9,690 83,356

うち資本性ローン 4,863 3,556 7,783 2,348 9,858

日本政策⾦融公庫 166,809 179,841 289,457 27,054 291,838

貸出⾦ （単位︓億円）

保険引受 （単位︓億円）

令和2年3月期
期末残⾼

令和2年度
保険引受額

令和3年3月期
期末残⾼

令和3年度
保険引受額
（６ヵ月）

令和3年9月中間期
期末残⾼

信⽤保険等業務勘定 212,448 332,106 424,161 54,554 427,989

（注）日本政策⾦融公庫には、危機対応円滑化業務勘定及び特定事業等促進円滑化業務勘定を含む

５



令和３年９⽉中間期決算 （3）保険契約準備⾦繰⼊額、与信関係費用及び
損益の状況１

保険引受残⾼が微増に留まったことにより、保険契約準備⾦繰⼊額は、前中間期と⽐べ減少しています。

コロナ資本性ローンの残⾼増加により、与信関係費⽤は、前中間期と⽐べ増加しています。

保険契約準備⾦繰⼊額及び与信関係費用 （単位︓億円） 損益 （単位︓億円）

令和2年3月期 令和3年3月期 令和4年3月期

令和2年9月
中間期

令和3年9月
中間期

保険契約準備
⾦ 繰 ⼊ 額
(▲は戻⼊額)

信⽤保険等業務
勘定 ▲652 5,814 7,636 1,594

与信関係費⽤

国⺠⼀般向け業務
勘定 739 599 2,073 458

農林⽔産業者向け
業務勘定 44 73 125 22

中小企業者向け
融資・証券化支援
保証業務勘定

512 920 1,991 1,443

３勘定合計 1,296 1,593 4,190 1,924

日 本 政 策 ⾦ 融 公 庫
（保険契約準備⾦繰⼊額＋与信関係費⽤）

738 7,462 11,926 3,568

令和2年3月期 令和3年3月期 令和4年3月期

令和2年9月
中間期

令和3年9月
中間期

▲23 ▲5,633 ▲7,188 ▲1,028

▲139 ▲304 ▲1,546 ▲220

▲0 － － －

▲40 ▲646 ▲1,523 ▲1,201

▲180 ▲950 ▲3,069 ▲1,422

▲296 ▲6,631 ▲10,372 ▲2,555

（注1）日本政策⾦融公庫には、中小企業者向け証券化支援買取業務勘定、危機対応円滑化業務勘定及び特定事業等促進円滑化業務勘定を含む
（注2）与信関係費⽤とは、貸倒引当⾦繰⼊額、貸出⾦償却、償却債権取⽴益等の合計額

６



令和３年９⽉中間期決算１ （4）資産の状況

資産の部合計は、34兆3,697億円となり、その大部分は貸出⾦です。

貸出⾦は、前期末⽐で2,380億円増加し、29兆1,838億円となりました。

資産の部 負債及び純資産の部

科目 令和3年3月期 令和3年9月
中間期 増減額 科目 令和3年3月期 令和3年9月

中間期 増減額

現 ⾦ 預 け ⾦ 74,035 58,013 ▲16,021 借 ⽤ ⾦ 237,138 224,433 ▲12,704
有 価 証 券 374 342 ▲31 社 債 15,756 13,754 ▲2,001
貸 出 ⾦ 289,457 291,838 2,380 寄 託 ⾦ 260 251 ▲9
そ の 他 資 産 449 395 ▲53 保 険 契 約 準 備 ⾦ 15,368 16,962 1,594
有 形 固 定 資 産 1,951 1,939 ▲12 そ の 他 負 債 352 382 29
無 形 固 定 資 産 183 233 50 賞 与 引 当 ⾦ 54 54 0
支 払 承 諾 ⾒ 返 938 203 ▲734 役 員 賞 与 引 当 ⾦ 0 0 －
貸 倒 引 当 ⾦ ▲7,791 ▲9,270 ▲1,478 退 職 給 付 引 当 ⾦ 902 913 10

役 員 退 職 慰 労 引 当 ⾦ 0 0 0
補 償 損 失 引 当 ⾦ 254 256 1
支 払 承 諾 938 203 ▲734
負 債 の 部 合 計 271,027 257,213 ▲13,813
資 本 ⾦ 69,902 69,903 1
資 本 剰 余 ⾦ 36,854 32,995 ▲3,859
利 益 剰 余 ⾦ ▲18,185 ▲16,416 1,769
その他有価証券評価差額⾦ － 1 1
純 資 産 の 部 合 計 88,570 86,483 ▲2,087

資 産 の 部 合 計 359,597 343,697 ▲15,900 負債及び純資産の部合計 359,597 343,697 ▲15,900

貸借対照表 （単位︓億円）

７



令和３年度上半期 日本公庫の取組み



既往先

53％
新規先

47％

新型コロナウイルス感染症への取組み （１）コロナ関連融資の状況２

９

新型コロナウイルス感染症関連の融資は、令和3年9月末時点で約93万件、⾦額にして約16兆円を決定しています。
また、⺠間⾦融機関においては、約137万件、23兆円の貸付となっています。

融資申込全体（累計）でみれば、新規先（日本公庫とお取引のない先）は約５割となっています。

新型コロナウイルス関連融資の決定件数の推移（累計） 融資申込に占める新規先割合
（令和２年１⽉２９⽇〜令和３年9⽉末）

日本公庫 ⺠間⾦融機関
貸付件数 約９３万件 約１３７万件
貸付⾦額 約１６兆円 約２３兆円

※ 貸付件数・⾦額︓令和3年9月末時点。⺠間⾦融機関は
⺠間無利子融資実績（令和3年5月末実⾏にて終了）。

【参考︓コロナ関連融資の状況※】
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■融資決定

平成２１年度融資申込件数︓約５０万件
（リーマンショック時）

東日本大震災関連融資件数︓約２７万件（９年間）

平成３０年度融資申込件数︓約３１万件（平時）

申込のピークは
4/13～4/19の週
（１日平均14,632件）

（件数）
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総融資実績
国⺠⽣活事業 1兆3,217億円（17％）
農林⽔産事業 1,990億円（55％）
中小企業事業（融資） 9,690億円（28％）

3事業小計 2兆4,899億円（22％）
危機対応円滑化業務（ツーステップローン） 2,155億円（ 6％）
特定事業等促進円滑化業務（ツーステップローン） - （ - ％）

合計 2兆7,054億円（18％）
※括弧内は前年同期⽐

総融資残高

（億円）

国⺠⽣活事業 12兆8,168億円（100％）
農林⽔産事業 3兆4,978億円（100％）
中小企業事業（融資） 8兆4,332億円（103％）

3事業小計 24兆7,479億円（101％）
危機対応円滑化業務（ツーステップローン） 4兆5,932億円（101％）
特定事業等促進円滑化業務（ツーステップローン） 1,109億円（ 91％）

合計 29兆4,521億円（101％）
※括弧内は前年度末⽐
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（１）総融資実績

令和３年9月中間期の総融資実績は2兆7,054億円（前年同期⽐18％）、令和３年9月中間期末の総融資残高は29兆
4,521億円（前年度末⽐101％）となりました。

10

（注）上記数値は、部分直接償却実施前かつ貸付受⼊⾦控除前の計数。

融資等業務実績
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保険引受実績 保険引受残高
（億円） （億円）

（２）信用保険引受実績

日本公庫は、信⽤保険等業務において、信⽤保証協会が⾏う信⽤保証について保険を引き受けることで、中小企業・
小規模事業者の円滑な資⾦調達を支援し、経営の安定と事業の成⻑・発展に貢献しています。

令和３年９月中間期の保険引受額は5兆4,554億円（前年同期⽐24％）、令和３年９月中間期末の保険引受残⾼は
42兆7,989億円（前年度末⽐101％）となりました。

11

（参考）融資等業務実績



（億円）

危機対応円滑化業務の実績

（注1）ツーステップ・ローンの実績は、公庫が令和３年９月末までに指定⾦融機関へ貸付実⾏した貸付⾦額
（注2）損害担保のうち、貸付け等の実績は、指定⾦融機関が令和３年９月末までに損害担保付き貸付け等を⾏ったもので、公庫が令和3年11月10日までに

補償応諾した引受⾦額。出資（産活法関連）の実績は、公庫が補償応諾して指定⾦融機関が平成25年3月末までに出資を履⾏した引受⾦額
（注3）利子補給の実績は、指定⾦融機関が令和３年３月末までに⾏った貸付け等を対象に、公庫が指定⾦融機関に交付した利子補給⾦額

（原則として各年10月1日から翌年3月31日までの期間を対象に6月10日までに、各年4月1日から9月30日までの期間を対象に12月10日までに支給）

（３）危機対応円滑化業務実績

21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期 28/3期 29/3期 30/3期 31/3期 2/3期 3/3期 2/9期
（6ヵ月）

3/9期
（6ヵ月）

ツーステップ・ローン 14,301 38,693 4,052 11,534 7,337 5,593 1,300 1,052 5,292 854 0 350 35,494 33,683 2,155

貸付け等 11,303 35,294 4,052 11,534 7,337 5,593 1,300 1,052 5,292 854 0 350 35,494 33,683 2,155

ＣＰ取得 2,998 3,398 0 0 0 0 － － － － － － 0 0 0

損害担保 3,451 18,119 18,933 17,398 14,702 14,093 12,342 10,775 5,473 892 10 8 23,645 18,993 3,484

貸付け等 3,451 17,819 18,933 17,398 14,702 14,093 12,342 10,775 5,473 892 10 8 23,645 18,993 3,484

ＣＰ取得 0 0 0 0 － － － － － － － － 0 0 0

出資 － 300 0 0 0 － － － － － － － － － ー

利子補給 0 0 3 24 78 109 124 110 54 126 49 27 46 7 82

新型コロナウイルス
感染症に関する実績
(2年3月19日〜3年9月末)

38,000

38,000

0

27,125

27,125

0

－

112

「新型コロナウイルス感染症に関する事案」の危機に対応して、指定⾦融機関である日本政策投資銀⾏及び商⼯組合
中央⾦庫において危機対応業務を実施しています。日本公庫は、危機対応円滑化業務において、指定⾦融機関への信
⽤供与を通じて、指定⾦融機関による事業者への円滑な資⾦供給を促進しています。

令和３年９月中間期の実績は、ツーステップ・ローンが2,155億円、損害担保引受が3,484億円となりました。
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（参考）融資等業務実績



農業向け 貸付残高シェア（令和２年３⽉末時点）

【図１】

図１（注）都銀、地銀、第二地銀、信託銀の合計
（出典）日本銀⾏「貸出先別貸出⾦」「現⾦・預⾦・貸出⾦」、全国信⽤組合中央協会「全国信⽤組合主要勘定」、日本政策⾦融公庫「業務統計」、商⼯組合中央⾦庫「業務統計」

図２（注）①国内銀⾏は、国内銀⾏及び信⽤⾦庫における農業及び林業への貸付残⾼の合計。
②ＪＡバンクは、農林中央⾦庫、信農連及び農協の農業関連資⾦（※）の貸付残⾼の合計。
（※）農業関連とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業⽣産・農業経営に必要な資⾦や、農産物の⽣産・加⼯・流通に関係する事業に必要な資⾦等を指す。

（出典）国内銀⾏︓日本銀⾏「貸出先別貸出⾦」、JAバンク︓農林中央⾦庫「農林漁業⾦融統計」、 日本公庫︓日本公庫「業務統計年報」

中小企業向けの貸付残⾼における日本公庫（国⺠・中小事業）の残⾼シェアは6.３％となっています。
農業向けの貸付残⾼における日本公庫（農林事業）の残⾼シェアは39.7％となっています。

中小企業向け 貸付残高シェア（令和３年３⽉末時点）

【図２】

国内銀⾏（注）

2,256,966億円
（70.4%）

信用⾦庫
527,867億円
（16.5％）

商⼯中⾦
94,733億円

（3.0%)

全⾦融機関計
3,206,792億円

信用組合
126,299 億円

（3.9％）

⽇本公庫200,927億円(6.3%)
（中小事業）82,180億円（2.6%)
（国⺠事業）118,746億円（3.7%)

全⾦融機関計
50,729億円

⽇本公庫（農林事業）
20,131億円
（39.7％）

国内銀⾏
9,637億円
（19.0％）

ＪＡバンク
20,961億円
（41.3％）
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令和元年12⽉時点
⽇本公庫４.０%
（中小事業）1.8%
（国⺠事業）2.2%

※コロナ前

（２）貸付残高シェア２ 新型コロナウイルス感染症への取組み
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福岡・福岡西

北九州・八幡
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【国内】全国152支店
【海外】バンコク駐在員事務所、上海駐在員事務所

日本公庫 ⺠間⾦融機関
店舗数 152店舗 約2万店舗

従業員数 7,436人 約40万人
※ ⺠間⾦融機関︓沖縄県含む。
※ 店舗数︓令和3年3月末時点。国内出張所及び海外店舗は除く。
※ 従業員数︓日本公庫は令和３年度予算定員。⺠間⾦融機関は令和3年3月末時点。

役員を含む。
(出典)全国銀⾏協会「全国銀⾏財務諸表分析」、信⾦中⾦ 地域・中小企業研究所
「信⽤⾦庫統計」全国信⽤組合中央協会「全国信⽤組合主要勘定」

【参考】
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全国１５２の店舗網（参考）



11%

飲食業・宿泊業
18%

18%

サービス業
20%

17%

建設業
16%

14%

小売業
12%

11%

製造業
8%

7%

卸売業
7%

22%

その他
19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平時
(平成３０年度)

コロナ関連融資
(令和２年1月29日
〜令和3年9月末)

新型コロナウイルス感染症関連での中小企業向け（国⺠・中小事業）貸付の業種別件数割合は、サービス業及び
飲食業が平時に⽐べて上昇しています。

中小企業向け業種別貸付構成（決定件数割合）

（３）貸付の業種別構成

(↘) (↘) (→)

15

(↗) (↗) (↘) (↘)

※主な業種について
理容業・美容業、士業、経営コンサルタント業、⾃動⾞整備業、広告業、エステティック業のほか、劇団・楽団などの娯楽業など
が含まれます。

※娯楽業向けコロナ関連貸付について
サービス業に占める娯楽業（劇団・楽団等のエンタメ事業を含む）の構成割合は、平時に⽐べて上昇（2.7％ → 4.6％）しています。

※

２ 新型コロナウイルス感染症への取組み



（先数）

（先数）

（先数）

取引先数の推移

新型コロナウイルス感染症が発⽣する前まで、公庫のお取引先数は減少傾向にありましたが、今回、新型コロナウイ
ルス感染症への対応として、これまでにない膨大なご融資のご相談に対応した結果、公庫の取引先数は、令和２年３
月末と⽐べ、国⺠⽣活事業で約３1万先の増加、農林⽔産事業で約５千先、中小企業事業で約２万先の増加となって
います。

＜国⺠⽣活事業＞

＜中小企業事業＞

＜農林⽔産事業＞

958,282 
930,171 903,287 886,207 880,104 879,639 881,622 881,026 

1,177,346 1,192,973 

800,000 

900,000 

1,000,000 

1,100,000 

1,200,000 

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度上

55,666 54,903 54,062 53,625 53,671 52,935 52,257 51,616 
55,705 56,428 

50,000 

60,000 

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度上

47,282 47,213 46,583 45,583 44,665 44,145 43,929 44,102 

61,074 61,707 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度上
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２ （４）取引先数の推移新型コロナウイルス感染症への取組み



17

新型コロナウイルス感染症特別貸付は最⻑５年間の元⾦返済猶予が可能ですが、貸付から１年以内に元⾦返済が
始まる債権が約７割となっています。

これは、元⾦据置を短く設定した事業者には、資⾦繰りに余裕があっても、万⼀に備えて公庫から資⾦調達した先が
多いためと推察されます。

（５）ご融資後の状況２

6か月以内
34%
※

６か月超１年以内
31%

１年超２年以内
18%

２年超３年以内
13%

３年超
4%

※据置なし及び据置１カ月は、27％

新型コロナウイルス感染症貸付の据置割合（令和２年１⽉２９⽇〜令和３年9⽉末）

据置１年以内︓６5％

新型コロナウイルス感染症への取組み



令和３年３月末までにコロナ関連融資を利⽤している約７０万先について、令和３年９月末時点でのご融資後の状況
を確認したところ、

・元⾦返済を⾏っている先は、５６．４％（３月末時点から＋２０．８％）
・据置期間中の先は、 ３３．７％（３月末時点から▲２９．１％）
・条件変更を実施した先は、 ２．３％（３月末時点から ＋１．３％）
・追加融資を実施した先は、 ５．４％（３月末時点から ＋５．４％）
となっています。

９月末時点では、据置期間が終了した大半の事業者が、当初予定どおり元⾦返済を開始しており、条件変更や追加融
資で対応した先は、全体の８％程度となっている状況です。飲食業に限ってみると、その割合は10％程度と全体に⽐
べ⾼くなっています。

日本公庫としては、ご返済が厳しい事業者からご返済相談が寄せられた場合には、１回だけの条件変更だけでなく、
複数回のご相談も含め、据置期間延⻑等の条件変更に原則応じるスタンスで対応してまいります。

ご融資後の状況（国⺠⽣活事業）

0

350,000

700,000

令和３年３月末 令和３年９月末

コロナ関連融資︓約７０万先

元⾦返済中
約25万先（35.6％）

据置期間中
約44万先（62.8％）

その他（完済等）
約0.4万先（0.6％）

条件変更
約0.7万先（1.0％）

条件変更
約1.6万先（2.3％）

追加融資
約3.8万先（5.4％）

元⾦返済中
約39万先（56.4％）

据置期間中
約23万先（33.7％）

その他（完済等）
約1.5万先（2.2％）

6カ月
経過

0

60,000

120,000

令和３年３月末 令和３年９月末

（参考）コロナ関連融資（飲食業）︓約１２万先
条件変更

約0. 2万先（1.4％）

元⾦返済中
約3万先（27.4％）

据置期間中
約8万先（70.4％）

その他（完済等）
約0.1万先（0.8％）

条件変更
約0.4万先（3.2％）

元⾦返済中
約6万先（53.1％）

据置期間中
約4万先（35.1％）

その他（完済等）
約0.3万先（2.4％）

追加融資
約0.7万先（6.3％）

6カ月
経過

７．７％

（５）ご融資後の状況
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２

（先数） （先数）

新型コロナウイルス感染症への取組み



協調融資実績（注）

日本公庫は、⺠間⾦融機関の補完を旨としつつ、特に平成30年以降は、多くの⺠間⾦融機関との連携を進めています。
新型コロナウイルス感染症への対応においても、これまでの連携関係のもと、同感染症により影響を受けた中小企業･

小規模事業者等の資⾦繰り支援を実施しました。

（注）同⼀目的の資⾦計画に対し、日本公庫と⺠間⾦融機関が協議を経たうえで、融資（保証）を実⾏または決定したもの。
また、実績数値は公庫で集計したものであり、両者の融資実⾏・決定時期が異なる場合も含まれる。

件 数 ⾦ 額
貸付単価

前年同期⽐ 前年同期⽐

平成30年度 30,768件 133％ 12,929億円 172% 4,202万円

令和元年度 28,736件 93％ 12,556億円 97% 4,369万円

令和2年度 24,467件 85％ 16,847億円 134% 6,885万円

令和３年度上半期 12,731件 96％ 6,472億円 70％ 5,084万円

◆より多くの事業者へ安定した資⾦供給を実施するため、⺠間⾦融機関からのお客さま紹介に積極的
に対応し、令和３年度上半期の⺠間⾦融機関からのお客さま紹介は11,121件となりました。

◆その中には、⺠間⾦融機関の要請により、協調融資ではなく、日本公庫が単独で融資したものが
5,149件あります。

（６）コロナ禍における⺠間⾦融機関との連携状況２
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新型コロナウイルス感染症への取組み



資本強化に伴い取引⾦融機関等からの継続支援が可能に資本強化に伴い取引⾦融機関等からの継続支援が可能に

⺠間⾦融機関等

⽇本政策⾦融公庫

中小企業
・資⾦繰り改善
・資本強化
（⾦融機関の資産査定上⾃⼰資本）

通常融資

資本性ローン

(先数) (億円)

コロナ資本性ローンの決定先数・⾦額の推移（累計）

日本公庫においては、平成20年度から、資本性ローンを取り扱っており、取扱いを開始してからこれまでの融資実績
は、8,682先、6,050億円となっています。

また、令和２年８月からは、新型コロナウイルス感染症で影響を受けている事業者向けのコロナ資本性ローンの取扱
いを開始しており、令和３年９月末時点で4,174先、6,165億円の融資を決定しています。

通常の資本性ローンの実⾏先数・⾦額の推移（累計）
(先数) (億円)

中小事業
制度取扱開始
（Ｈ20.4〜）

国⺠事業
制度取扱開始
（Ｈ25.3〜）

■実⾏⾦額
■実⾏先数

（７）コロナ資本性ローンについて
（取組み状況）

97 
406 733 

1,077 
1,475 

1,755 
2,024 

2,373 

2,646 
2,897 

3,226 
3,543 

3,847 
4,174 

173 
795 

1,374 

1,965 
2,691 

3,086 
3,471 

3,970 
4,349 

4,680 
5,088 

5,417 
5,759 

6,165 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

2,800

3,200

3,600

4,000

4,400

R2.8末 R2.9末 R2.10末R2.11末R2.12末 R3.1末 R3.2末 R3.3末 R3.4末 R3.5末 R3.6末 R3.7末 R3.8末 R3.9末

■決定⾦額
■決定先数
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２ 新型コロナウイルス感染症への取組み



融資
対象

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、以下のいずれかに該当する事業者
１ J-Startupプログラムに選定された⽅⼜は中⼩機構が出資する投資ファンドから出資を受けて事業の成⻑を図る⽅ 【新事業型】
２ 中⼩企業再⽣支援協議会⼜は中⼩機構が出資する投資ファンドの関与のもとで事業の再⽣を⾏う⽅【再⽣型】

３ 事業計画を策定し、⺠間⾦融機関等による支援体制が構築されている⽅【事業継続型・事業展開型】
【R3.3.29改正】（融資対象の拡充）
上記３に認定支援機関の支援を受けて事業計画書を策定する⽅も対象に追加

融資
期間

【R3.6.14改正】（融資期間の拡充）
5年1ヶ⽉、７年、10年、15年、20年（期限⼀括償還）

融資
限度額

中⼩企業事業 【R3.7.1改正】（融資限度額の拡充）7.2億円 ⇒ 10億円（別枠）

国⺠⽣活事業 7,200万円（別枠）

貸付
利率

当初3年間⼀律、4年目以降は直近決算の業績（税引後当期純利益）に応じて変動

その他 無担保・無保証人。法的倒産時には、償還順位が他の全ての債務（償還順位が同等以下のものを除く。）に劣後。
⾦融機関の資産査定上、⾃⼰資本とみなすことが可能。

＜制度概要＞

５年１ヵ⽉・７年・10年 15年 20年

0.50% 2.60% 2.70% 2.95%

当初３年間及び４年目以降⾚字
（税引後当期純利益額ゼロ未満）

４年目以降⿊字（税引後当期純利益額ゼロ以上）
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２ （７）コロナ資本性ローンについて
（制度概要）新型コロナウイルス感染症への取組み



①企業概要
• 株式会社いなとり荘は、海を⼀望する絶景の客室や浴場が特徴の伊豆稲

取温泉「いなとり荘」、穏やかな渚に隣接しプライベート重視の離れ館
も備えた南伊豆弓ヶ浜温泉「季⼀遊（ときいちゆう）」の2旅館を運営する。

• 地元伊豆の⼭海の幸を⽤いた料理や細やかなサービスは宿泊客からも評
判で、地域を代表する温泉旅館として⾼い知名度を有する。

②支援スキームの概要
• コロナ禍の発⽣により⼀時休館や団体客減少を余儀なくされ、⼀般客室

の稼働率が低下した⼀⽅、広々とした⾼級客室は「密」を避ける動きも
あり個人客からの⾼い需要を維持。そこで、アフターコロナ時代のニー
ズに対応すべく、「いなとり荘」の⼀般客室の⼀部を⾼付加価値の⾼級
客室に改装することを決断した。

• 同社は、設備投資を通じた⾼付加価値化、個人客・リピート客強化によ
る収益改善及びコロナ資本性ローン導⼊による財務基盤強化を骨子とす
る事業計画を策定し、メインの⺠間⾦融機関及び日本公庫に相談。

• コロナ禍当初から資⾦繰りをきめ細かくサポートするメインの⺠間⾦融
機関は、設備投資の趣旨についても賛同し、前向き支援を決定。日本公
庫も、経営改善の取組みと投資効果を勘案すると、⼗分に中⻑期的な成
⻑が可能であると判断。⺠間⾦融機関との協調により融資実⾏した。

事業者名 所在地 業種 従業員数 資本⾦

株式会社いなとり荘 静岡県 旅館・ホテル 66名 19.8百万円

＜同社ＨＰより＞

＜支援スキーム＞

株
式
会
社
い
な
と
り
荘

⺠間⾦融機関

⽇本公庫

設備資⾦

設備・運転資⾦
(資本性ローン)

協調融資 連
携

新型コロナウイルス感染症への取組み２ （参考）コロナ資本性ローンの支援事例

アフターコロナに向けて設備投資を⾏う旅館に対して、⺠間⾦融機関と協調融資にて支援しています。
既往の借⼊負担もある中、新型コロナ対策資本性劣後ローンを適⽤したことで、財務基盤強化・資⾦繰り安定化につ

ながっています。
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（参考）コロナ資本性ローンを組み合わせた協調融資商品・協調融資スキーム（42件、61⾦融機関）（令和３年９⽉末⽇現在）

日本公庫の「コロナ資本性ローン」と⺠間⾦融機関の融資を組み合わせた協調融資商品・協調融資スキームを創設し、
連携・推進の態勢を強化しています。

また、昨年８月の制度創設以降は、的確な連携支援ができるように、⺠間⾦融機関との勉強会を開催して、お互いの
融資制度や融資手続き等の知識共有、与信目線の擦り合わせなどを進めています。

項番 金融機関 発表日 商品名

21 青森銀行 R3.3.29 A-scrum

22 みちのく銀行 R3.3.29 Progress（前進）

23 百五銀行 R3.3.29 協調融資スキーム

24 長野銀行 R3.4.16 新型コロナ対策連携融資

25 秋田信用金庫 R3.5.11 協調融資スキーム

26 空知信用金庫 R3.5.12 そらちしんきん「全力応援ローン」

27 枚方信用金庫 R3.5.17 枚方信用金庫・日本公庫　新型コロナウイルス対策連携ユニット

28 尾西信用金庫 R3.6.10 びしん協調融資ウィズ「緊急コロナウイルス対応資金」

29 栃木銀行 R3.6.21 協調融資スキーム

30 足利銀行 R3.6.21 協調融資スキーム

31 福岡中央銀行 R3.6.23 TOGETHER

32 南都銀行 R3.7.15 協調融資スキーム

33 成協信用組合 R3.7.28 新型コロナウイルス感染症対策連携融資（経営安定化ローン）

34 羽後信用金庫 R3.7.30 協調融資スキーム

35 長岡信用金庫 R3.8.11 NEXT長岡

36
蒲郡信用金庫、豊橋信用
金庫、豊川信用金庫

R3.8.12 東三河３信金　新型コロナ対策応援ローン

37 北伊勢上野信用金庫 R3.8.23 協調融資スキーム

38 飯田信用金庫 R3.9.1 新型コロナウイルス対策 経営基盤強化資金

39 三島信用金庫 R3.9.3 協調融資スキーム

40 北おおさか信用金庫 R3.9.13 きたしん新型コロナ対策「経営強化連携融資」

41 桑名三重信用金庫 R3.9.16 協調融資スキーム

42
奈良信用金庫、大和信用
金庫、奈良中央信用金
庫、奈良県信用金庫協会

R3.9.30 協調融資スキーム

項番 金融機関 発表日 商品名

1 福井銀行、福邦銀行 R2.9.30 新型コロナ対策 経営強化連携融資

2 岩手銀行 R2.11.12 協調融資スキーム

3 西尾信用金庫 R2.11.12  新型コロナ対策資本性ローン　 プラスワン

4
福井信用金庫、敦賀信用
金庫、小浜信用金庫、越
前信用金庫、中小機構

R2.11.19 Recovery

5 北陸銀行、北海道銀行 R2.12.2 Be With

6 萩山口信用金庫 R2.12.4 ISHIN前進

7 豊田信用金庫 R2.12.15  新型コロナ対策経営増強トータルサポート

8
京都銀行、京都信用金
庫、京都中央信用金庫、
京都北都信用金庫

R2.12.18 京都連携新型コロナ対策ローン

9 きらぼし銀行 R2.12.24  きらぼし新型コロナ対策経営強化連携融資

10 東和銀行 R3.1.13 協調融資スキーム

11 北洋銀行 R3.1.20 To the future

12 肥後銀行 R3.1.22 協調融資スキーム

13 鹿児島銀行 R3.1.22 協調融資スキーム

14 大光銀行、中小機構 R3.1.25 Triple Follow

15 第四北越銀行 R3.1.25 第四北越・日本公庫 新型ウイルス対策連携ユニット

16 南日本銀行 R3.1.27 協調融資スキーム

17 横浜銀行 R3.1.29 協調融資スキーム

18 遠賀信用金庫、中小機構 R3.2.25 Good Support

19 秋田銀行 R3.3.12 協調融資スキーム

20

会津信用金庫、郡山信用
金庫、白河信用金庫、須
賀川信用金庫、ひまわり
信用金庫、あぶくま信用
金庫、二本松信用金庫、
福島信用金庫

R3.3.22 新型コロナウイルス対策ローン「前進」

（７）コロナ資本性ローンについて
（協調融資・スキームの創設）
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２ 新型コロナウイルス感染症への取組み



成功事例等の積極的な発信や事業承継診断の実施等により、経営者の意識を喚起し、第三者承継等に取り組み易く
なる機運の醸成に努めています。

また、「事業承継マッチング支援」により、承継先の確保を支援しています。今年度から、全国規模での取組みを
本格化し、申込登録が増加しています。

経営者の意識喚起に向けた取組み

事業承継支援の取組み

事業承継マッチング支援
■ 事業承継事例集「ギフトvol.2」（令和３年５月発⾏）

築き上げた事業を次代に贈り届けた先代経営者と、受け継いだ事業の
強みを活かし、新たな⼀歩を踏み出す現経営者の取組みを紹介する冊子

後継者不在の
小規模事業者等 創業希望者等

後継者を
探したい等

事業承継により
創業したい等公

庫

両者を引き合わせ（マッチング）

譲渡側
（出版業、関東）

創業約40年。書道など趣
味・実⽤書分野で書籍を発
⾏。独⾃の編集⼒あり。

譲受側
（WEB制作等、北海道）

WEB制作、広告、ニュー
ス配信事業等、多彩な事業
を展開

○ 日本公庫は、公庫内の登録者に加え、マッチングサイトも活⽤し、多数の候
補者をリストアップ。10社との交渉を経て、譲受側と譲渡契約を締結

○ 譲渡側は事業を継続できるだけでなく、譲受側のWEB技術等の活⽤により、
更なる事業発展も期待できる事業承継となった。

成約事例

３
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■「みらいへのバトン」による事業承継診断（令和３年４月改訂）
お客さまが事業承継に関する⾃⼰診断を⾏うとともに、⾃社の事業承継
に係る課題と進むべき⽅向性を公庫職員と共有するための冊子
⾃社のみならずサプライヤーの事業承継にも目を向けること（「サプライ
チェーン事業承継」）の重要性について意識喚起する⾴を新たに追加

93 70
615238 306

1,193

元年度 2年度 3年度上半期

引き合わせ
32

引き合わせ
46

引き合わせ
100

譲受申込

譲渡申込

（単位︓件）

取組実績の推移



令和３年度上半期の創業融資実績（※）は、「創業前」融資実績が回復傾向にある⼀⽅で、「創業後１年以内」融資
実績はコロナ禍において資⾦需要が急増した前年度に⽐べ大幅に減少しています。

※ 創業融資実績︓「創業前」融資と「創業後1年以内」融資をあわせた実績
特に、若年層の⼥性の「創業前」融資実績は、平時をも上回る⽔準となっています。
背景として、新型コロナウイルスの影響が⻑期化し、厳しい雇⽤情勢が続く中、若年⼥性層を中⼼に、創業を選択肢

の⼀つと捉える動きが活発化してきていると考えられます。

【創業融資実績（創業前及び創業後１年以内）】 【「創業前」実績の⽉別推移】

創業支援の取組み

【令和３年度上半期の創業前融資実績の過年度⽐（男性・⼥性別）】
（単位︓先、％）

令和3年度
上半期実績

令和２年度
上半期比

令和元年度
上半期比

令和3年度
上半期実績

令和２年度
上半期比

令和元年度
上半期比

〜24歳 39 185.7 125.8 91 162.5 100.0
25〜34歳 525 157.2 117.7 1,437 126.8 82.1
35〜44歳 742 158.9 92.8 1,968 119.9 75.7
45〜54歳 486 150.9 92.2 1,117 114.2 83.1
55〜64歳 151 118.9 76.3 362 91.9 77.2
65歳以上 31 140.9 62.0 65 90.3 78.3

年代
女性 男性
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（１）担い手農業者の設備投資意欲

設備投資を予定している担い手農業者の⽐率は58.6％と、⾼い⽔準となっています。
投資額⾒込みも「前年より増加」が48.8％と、設備投資意欲は⾼くなっています。

設備投資予定ありの⽐率（業種別）

41.2

47.6

47.5

52.9

56.1

57.1

54.9

57.3 58.6

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

農業全体 稲作（都府県） 肉⽤牛

(％)

26

農林⽔産業の新たな展開への支援５

（出典）日本公庫「農業景況調査（令和3年７月調査）」
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（赤字は公庫関係）

（農業産出額︓億円）

農業産出額（※2）

その他（※1）

担い手育成

（※1）｢その他｣は農業基盤整備、
農協の共同利⽤施設等

（※2）（出典）農林⽔産省
「⽣産農業所得統計」

農業産出額は、2010年頃をボトムに増加基調となっています。
日本公庫の農業融資額は、農業産出額の動向と符合して推移しています。
農政の転換に伴い、担い手育成融資が中⼼になっています。

（２）農業産出額と農業融資の推移農林⽔産業の新たな展開への支援５

（融資額︓億円）
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日本公庫では、平成25年度から農業者等の海外での販路開拓の第⼀歩を支援するため、「トライアル輸出支援事業」
を実施しています。同事業では、公庫が輸出意欲のある農業者等と提携先の貿易商社をマッチングし、輸出前の準備
から輸出手続き、販売状況のフィードバックまで、⼀貫した支援を⾏います。

台湾 シンガ
ポール 香港 マレー

シア マカオ 米国 タイ 中国 フラ
ンス ドイツ カナダ 合計

支援件数 87 85 45 40 30 26 7 5 4 5 1 335

農産物 30 33 21 13 7 3 7 - 3 2 - 119
畜産物 7 1 2 - - - - - - - - 10
⽔産物 - 2 - 1 - - - - - - - 3
加⼯品 50 49 22 26 23 23 - 5 1 3 1 203

トライアル輸出支援事業 支援実績 （平成25年4⽉〜令和３年9⽉末）

【 トライアル輸出支援事業のスキーム図 】

輸出に取り組む
意向のある

農⽔産業者・
食品製造業者

海

外

⽇本公庫

貿易会社

輸出指定倉庫

①相談･申し込み

③商品の出荷 ④関税・輸出

②支援の依頼

⑤売れ⾏き状況をフィードバック
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【九州の名産品をマカオへトライアル輸出】
⻑崎・佐賀支店のお客さま7先がトライアル輸出支援

事業を活⽤。マカオの⾼級小売店で日本公庫が提携する
貿易商社の主催で実施された「九州３県（⿅児島・佐
賀・⻑崎）食品フェア」にて試験販売を⾏った。

【トライアル輸出事例】
［⻑崎県環境保全型農場有限会社（株式会社みそ半 グループ）］

（マカオでの販売風景）

○上記フェアにて「飛魚だ
しにゅうめん」や「島原
手延べそうめん」をトラ
イアル輸出。

○現地のバイヤーからは
「パッケージが色分けさ
れており、⾒栄えが良い。
複数の味をまとめて買う
現地消費者が多くみられ
た」と⾼評価されており、
継続取引を⾒込んでいる。

（３）農産物等の輸出支援の取組み農林⽔産業の新たな展開への支援５
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⽇本政策⾦融公庫の誕⽣
平成20年10月１日、４つの政府系⾦融機関が
統合し、株式会社日本政策⾦融公庫が発⾜。
平成24年４月１日に国際協⼒銀⾏が分離。

［平成20年９月30日以前］

国際協⼒銀⾏
（国際⾦融等業務）

（海外経済協⼒業務）

中小企業⾦融公庫

農林漁業⾦融公庫

国⺠⽣活⾦融公庫

［現在］

株式会社
⽇本政策⾦融公庫
（略称「⽇本公庫」）

株式会社国際協⼒銀⾏
（平成24年４月１日分離）

国際協⼒機構
（JICA）に統合

■ 設 ⽴ 平成２０年１０月１日
■ 基本理念 ｢政策⾦融の的確な実施｣ ｢ガバナンスの重視｣
■ 業 務 国⺠⽣活事業 農林⽔産事業 中小企業事業

危機対応等円滑化業務
■ 総 裁 田中 ⼀穂

■ 職員数 ７,４３６人（令和３年度予算定員）

■ 支店等 国内 １５２支店
海外駐在員事務所 ２ヵ所

（令和3年9月末日現在）

■ 総融資残⾼ ２9兆４,５２１億円
国⺠⽣活事業 １２兆８,１６８億円
農林⽔産事業 ３兆４,９７８億円
中小企業事業 ８兆４,３３２億円

小計 ２４兆７,４７９億円
危機対応円滑化業務 ４兆５,９３２億円
特定事業等促進円滑化業務 １,１０９億円

■ 保険引受残⾼ ４２兆７,９８９億円
（令和３年9月末日現在）

⽇本公庫の概要
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資⾦の調達



資⾦の調達 （１）仕組み、調達手段の内訳

◆ 資⾦調達の大半は、財政融資資⾦借⼊⾦、政府保証債や政府出資⾦など国の制度によるものです。
◆ また、⾃⼰調達として、年間２千億円から３千億円規模の財投機関債を発⾏しています。

財投債

政府保証国内債（注）

財投機関債 一般会計
東⽇本⼤震災復興特別会計

⾦
融
市
場

財政投融資特別会計
（投資勘定）

財政投融資特別会計
（財政融資資⾦勘定）

(注）政府保証国内債については、年限５年
以上の債券が財政投融資に含まれる。

日
本
政
策
⾦
融
公
庫

借⼊⾦

出資⾦

資⾦調達の仕組み

調達手段の内訳

令和３年度予算額 令和３年度実績額 令和２年度予算額 令和２年度実績額
令和３年９月末 令和３年11月末 令和２年９月末 令和３年３月末

財政融資資⾦借⼊⾦他 247,276 6,618 11,181 440,987 124,545 143,154
政府保証国内債 12,000 － ー 76,000 1,500 2,000
政府出資⾦ 511 467 467 123,015 22,481 41,176
国の制度による調達額 259,787 7,085 11,648 640,002 148,527 186,331
（調達全体に占める構成⽐） 99% 100% 97% 100% 98% 99%

財投機関債 2,900 ー 300 3,000 2,500 2,600
調達額合計 262,687 7,085 11,948 643,002 151,027 188,931

事業規模 833,112 85,193 - 1,318,851 394,036 535,889

（単位︓億円）
(注1) 令和２年度の予算額は、補正予

算による補正後の予算額
なお、令和２年度予算額につい
ては、予備費による出費を含め
た予算額

(注2) 「財政融資資⾦借⼊⾦他」とは、
財政融資資⾦借⼊⾦、産業投資
借⼊⾦及び独⽴⾏政法人農林漁
業信⽤基⾦からの寄託⾦

(注3) 令和３年11月末現在の事業規模
は未確定
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資⾦の調達 （２）政府保証国内債

政府保証国内債の発⾏実績

年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度

年限
予算額

実績額
予算額

実績額
予算額

実績額
令和３年９月末 令和３年11月末 令和２年９月末 令和３年３月末 令和元年９月末 令和２年３月末

10年 5,000 ― ― 5,000 ― 500 300 ― ―

６年 ― ― ― ― ― ― 900 ― 450
５年超
(10年を除く) ― ― ― 60,000 ― ― ― ― ―

５年未満 4,000 ― ― 6,000 1,500 1,500 1,000 ― ―
短期社債
(１年未満) 3,000 ― ― 5,000 ― ― ― ― ―

合計 12,000 ― ― 76,000 1,500 2,000 2,200 ― 450

（注１）各年度の予算額は、当該年度の補正予算による補正後の予算額
（注２）各年度の予算額は、当該年度における政府の保証契約の限度額、発⾏限度額（短期社債（１年未満）を除く※）

※短期社債（1年未満）のみ、当該年度における発⾏残⾼の限度額です

33

7



資⾦の調達 （３）財投機関債

財投機関債の特徴

格付（令和３年11月末日現在）

 格付投資情報センター（R&I） AA+（安定的）

 ムーディーズ・ジャパン（Moody’s） A1 （安定的）

BISリスクウェイト 10％

⾦融商品取引法等に基づき法定開⽰資料を提出

⼀般担保付

公庫の社債権者は、公庫の財産について他の債権者に
先⽴って⾃⼰の債権の弁済を受ける権利を有する。

（日本政策⾦融公庫法第52条）

⽇本国債と同格

財投機関債の発⾏実績（年限と発⾏⽉）

年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度 平成30年度

発⾏額
（予算額 2,900） （予算額 3,000） （予算額 3,200） （予算額 3,200）

実績額 300 実績額 2,600 実績額 2,050 実績額 2,350
発⾏月

年限 ５月 ８月 11月 ５月 ８月 11月 ３月 ５月 ８月 11月 ３月 ５月 ８月 11月 ３月

10年 ― ― ― ― ― ― ― 100 100 ― ― ― 250 ― ―

４年 ― ― ― ― 800 ― ― 300 ― ― 150 300 ― ― 150

３年 ― ― ― ― ― ― 100 ― ― ― ― ― 250 ― ―

２年 ― ― 300 600 1,100 ― ― 500 400 500 ― 600 500 300 ―

（単位︓億円）

（注１）各年度の予算額は、当該年度の補正予算による補正後の予算額
（注２）各年度の予算額は、当該年度における発⾏限度額
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資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
① 政府保証国内債

政府保証国内債 ※短期債を除く

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 資⾦使途

第１回 400 億円 ６年 1.0 ％ 100円08銭 0.985 ％ H21.５.27 H21.６.16 H27.６.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第２回 200 億円 ６年 0.8 ％ 100円02銭 0.796 ％ H21.７.14 H21.７.27 H27.７.27 国⺠⼀般向け業務

第３回 500 億円 ６年 0.8 ％ 100円02銭 0.796 ％ H21.７.29 H21.８.14 H27.８.14 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第４回 500 億円 ６年 0.8 ％ 100円17銭 0.770 ％ H21.８.26 H21.９.11 H27.９.11 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第５回 500 億円 10年 1.3 ％ 99円35銭 1.373 ％ H21.９.２ H21.９.17 R１.９.17 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第６回 300 億円 ６年 0.7 ％ 100円14銭 0.675 ％ H21.10.７ H21.10.19 H27.10.19 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第７回 500 億円 ４年 0.5 ％ 100円15銭 0.461 ％ H21.11.18 H21.11.30 H25.11.29 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第８回 300 億円 ６年 0.7 ％ 100円23銭 0.660 ％ H22.１.７ H22.１.19 H28.１.19 国⺠⼀般向け業務

第９回 500 億円 ３年 0.2 ％ 99円91銭 0.230 ％ H22.１.15 H22.１.26 H25.１.25 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第10回 500 億円 ４年 0.4 ％ 100円11銭 0.372 ％ H22.２.10 H22.２.22 H26.２.21 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第11回 450 億円 ４年 0.3 ％ 99円90銭 0.325 ％ H22.３.17 H22.３.29 H26.３.28 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第12回 400 億円 ６年 0.5 ％ 99円91銭 0.515 ％ H22.９.７ H22.９.17 H28.９.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第13回 300 億円 ６年 0.3 ％ 100円08銭 0.286 ％ H22.10.８ H22.10.20 H28.10.20 国⺠⼀般向け業務

第14回 400 億円 ６年 0.4 ％ 99円85銭 0.425 ％ H22.11.10 H22.11.22 H28.11.22 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第15回 200 億円 10年 1.2 ％ 100円 1.200 ％ H22.12.２ H22.12.17 R２.12.17 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第16回 300 億円 ６年 0.6 ％ 100円20銭 0.565 ％ H23.１.12 H23.１.21 H29.１.20 国⺠⼀般向け業務

第17回 400 億円 ６年 0.7 ％ 100円02銭 0.696 ％ H23.３.９ H23.３.22 H29.３.22 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第18回 400 億円 ６年 0.4 ％ 99円88銭 0.420 ％ H23.９.５ H23.９.16 H29.９.15 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第19回 100 億円 10年 1.1 ％ 100円 1.100 ％ H23.12.２ H23.12.19 R３.12.17 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第20回 300 億円 ６年 0.5 ％ 100円24銭 0.458 ％ H23.12.７ H23.12.19 H29.12.19 国⺠⼀般向け業務

35

7



資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
① 政府保証国内債（続き）

政府保証国内債 ※短期債を除く

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 資⾦使途

第21回 400 億円 ６年 0.274 ％ 100円 0.274 ％ H24.９.５ H24.９.19 H30.９.19 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第22回 250 億円 ６年 0.243 ％ 100円 0.243 ％ H24.10.15 H24.10.26 H30.10.26 国⺠⼀般向け業務

第23回 200 億円 10年 0.734 ％ 100円 0.734 ％ H24.12.５ H24.12.17 R４.12.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第24回 250 億円 ６年 0.234 ％ 100円 0.234 ％ H25.２.４ H25.２.26 H31.２.26 国⺠⼀般向け業務

第25回 100 億円 10年 0.815 ％ 100円 0.815 ％ H25.２.６ H25.２.26 R５.２.24 国⺠⼀般向け業務

第26回 200 億円 10年 0.911 ％ 100円 0.911 ％ H25.７.３ H25.７.19 R５.７.19 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第27回 350 億円 ６年 0.372 ％ 100円 0.372 ％ H25.８.２ H25.８.19 R１.８.19 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第28回 150 億円 10年 0.669 ％ 100円 0.669 ％ H25.11.７ H25.11.28 R５.11.28 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第29回 100 億円 10年 0.660 ％ 100円 0.660 ％ H26.２.５ H26.２.20 R６.２.20 国⺠⼀般向け業務

第30回 450 億円 ６年 0.194 ％ 100円 0.194 ％ H26.３.12 H26.３.18 R２.３.18 国⺠⼀般向け業務

第31回 200 億円 10年 0.544 ％ 100円 0.544 ％ H26.９.３ H26.９.16 R６.９.13 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第32回 350 億円 ６年 0.160 ％ 100円 0.160 ％ H26.９.８ H26.９.16 R２.９.16 国⺠⼀般向け業務

第33回 300 億円 ６年 0.150 ％ 100円 0.150 ％ H26.10.15 H26.10.27 R２.10.27 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第34回 150 億円 ６年 0.128 ％ 100円 0.128 ％ H27.２.10 H27.２.25 R３.２.25 国⺠⼀般向け業務

第35回 100 億円 10年 0.450 ％ 100円 0.450 ％ H27.３.４ H27.３.16 R７.３.14 国⺠⼀般向け業務

第36回 200 億円 ６年 0.145 ％ 100円 0.145 ％ H27.７.10 H27.７.23 R３.７.23 国⺠⼀般向け業務

第37回 350 億円 10年 0.425 ％ 100円 0.425 ％ H27.９.２ H27.９.16 R７.９.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第38回 250 億円 ６年 0.140 ％ 100円 0.140 ％ H27.９.９ H27.９.16 R３.９.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第39回 250 億円 ６年 0.001 ％ 100円25銭 ▲0.040 ％ H28.２.10 H28.２.19 R４.２.18 国⺠⼀般向け業務

第40回 100 億円 10年 0.020 ％ 100円 0.020 ％ H28.３.２ H28.３.15 R８.３.13 国⺠⼀般向け業務
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資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
① 政府保証国内債（続き）

政府保証国内債 ※短期債を除く

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 資⾦使途

第41回 300 億円 10年 0.010 ％ 100円 0.010 ％ H28.９.２ H28.９.15 R８.９.15 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第42回 300 億円 ６年 0.001 ％ 100円41銭5厘 ▲0.068 ％ H28.９.15 H28.９.26 R４.９.26 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第43回 300 億円 ６年 0.001 ％ 100円40銭3厘 ▲0.066 ％ H28.10.７ H28.10.18 R４.10.18 国⺠⼀般向け業務

第44回 100 億円 10年 0.115 ％ 100円 0.115 ％ H29.１.６ H29.１.18 R９.１.18 国⺠⼀般向け業務

第45回 200 億円 ６年 0.001 ％ 100円36銭7厘 ▲0.060 ％ H29.１.18 H29.１.25 R５.１.25 国⺠⼀般向け業務

第46回 100 億円 10年 0.160 ％ 100円 0.160 % H29.７.５ H29.７.20 R９.７.20 国⺠⼀般向け業務

第47回 200 億円 10年 0.090 ％ 100円 0.090 % H29.９.６ H29.９.25 R９.９.24 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第48回 200 億円 ６年 0.001 % 100円22銭2厘 ▲0.036 % H29.９.14 H29.９.25 R５.９.25 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第49回 350 億円 ６年 0.001 ％ 100円20銭4厘 ▲0.033 ％ H29.11.７ H29.11.22 R５.11.22 国⺠⼀般向け業務

第50回 100 億円 10年 0.195 % 100円 0.195 % H30.２.２ H30.２.16 R10.２.16 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第51回 200 億円 ６年 0.001 ％ 100円13銭8厘 ▲0.022 ％ H30.２.６ H30.２.19 R６.２.19 国⺠⼀般向け業務

第52回 100 億円 10年 0.130 ％ 100円 0.130 ％ Ｈ30.７.４ Ｈ30.７.20 R10.７.19 国⺠⼀般向け業務

第53回 200 億円 10年 0.209 ％ 100円 0.209 ％ Ｈ30.９.6 Ｈ30.９.18 R10.９.15 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第54回 350 億円 ６年 0.001 % 100円08銭4厘 ▲0.013 % Ｈ30.10.５ Ｈ30.10.24 R６.10.24 国⺠⼀般向け業務

第55回 200 億円 10年 0.085 ％ 100円 0.085 ％ Ｈ31.２.６ Ｈ31.２.19 R11.２.19 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第56回 200 億円 ６年 0.001 % 100円25銭8厘 ▲0.042 % Ｈ31.２.８ Ｈ31.２.21 R７.２.21 国⺠⼀般向け業務

第57回 350 億円 ６年 0.001 ％ 100円39銭1厘 ▲0.064 ％ R１.10.３ R１.10.18 R７.10.17 国⺠⼀般向け業務

第58回 100 億円 ６年 0.001 % 100円56銭7厘 ▲0.093 % R２.３.６ R２.３.17 R８.３.17 国⺠⼀般向け業務
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資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
① 政府保証国内債（続き）

政府保証国内債 ※短期債を除く

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 資⾦使途

第59回 300 億円 ４年 0.001 ％ 100円26銭4厘 ▲0.065 ％ R２.５.15 R２.５.29 R６.５.29 危機対応円滑化業務

第60回 200 億円 ２年 0.001 ％ 100円15銭1厘 ▲0.075 ％ R２.５.19 R２.５.29 R４.５.27 危機対応円滑化業務

第61回 500 億円 ２年 0.001 ％ 100円22銭4厘 ▲0.111 ％ R２.６.23 R２.６.30 R４.６.30 危機対応円滑化業務

第62回 500 億円 ４年 0.001 ％ 100円29銭6厘 ▲0.073 ％ R２.７.16 R２.７.31 R６.７.31 危機対応円滑化業務

第63回 500 億円 10年 0.110 ％ 100円 0.110 ％ R３.２.３ R３.２.25 R13.２.25 国⺠⼀般向け業務
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資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
② 財投機関債

財投機関債 ＊印の回号の債券は平成24年４月１日
付けで株式会社国際協⼒銀⾏に承継

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 対国債ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 資⾦使途

第１回 300 億円 ２年 0.38 ％ 99円99銭 0.384 ％

H21.10.21 H21.10.29

H23.12.20 #235 + 11bp 国⺠⼀般向け業務

第２回 300 億円 ５年 0.72 ％ 99円99銭 0.722 ％ H26.10.29 #264 + 10bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

*第３回 200 億円 10年 1.43 ％ 99円93銭 1.438 ％ R１.９.20 #304 + ９bp 国際協⼒銀⾏業務

第４回 100 億円 20年 2.20 ％ 99円88銭 2.208 ％ R11.９.20 #113 + ９bp 農林⽔産業者向け業務

第５回 300 億円 ２年 0.261 ％ 100円 0.261 ％

H22.２.５ H22.２.16

H24.２.16 #235 + 11bp 国⺠⼀般向け業務

第６回 160 億円 ３年 0.356 ％ 100円 0.356 ％ H25.２.15 #246 + 12bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

*第７回 500 億円 ５年 0.618 ％ 100円 0.618 ％ H26.12.19 #267 + 10bp 国際協⼒銀⾏業務

第８回 600 億円 ２年 0.261 ％ 100円 0.261 ％

H22.４.27 H22.５.12

H24.５.11 #238 + 10bp 国⺠⼀般向け業務

第９回 400 億円 ５年 0.573 ％ 100円 0.573 ％ H27.３.20 #269 + ８bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第10回 150 億円 20年 2.167 ％ 100円 2.167 ％ R12.３.19 #117 + ８bp 農林⽔産業者向け業務

第11回 500 億円 ２年 0.206 ％ 100円 0.206 ％
H22.７.29 H22.８.９

H24.８.９ #240 + ７bp 国⺠⼀般向け業務

*第12回 500 億円 ５年 0.421 ％ 100円 0.421 ％ H27.６.19 #271 + ７bp 国際協⼒銀⾏業務

第13回 600 億円 ２年 0.226 ％ 100円 0.226 ％

H22.10.22 H22.10.29

H24.10.29 #243 + ９bp 国⺠⼀般向け業務

第14回 400 億円 ５年 0.371 ％ 100円 0.371 ％ H27.９.18 #272 + ８bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第15回 100 億円 20年 1.911 ％ 100円 1.911 ％ R12.10.29 #122 + 12bp 農林⽔産業者向け業務

第16回 600 億円 ２年 0.310 ％ 100円 0.310 ％

H23.４.26 H23.５.９

H25.５.９ #249 + 11bp 国⺠⼀般向け業務

*第17回 500 億円 ５年 0.591 ％ 100円 0.591 ％ H28.３.18 #277 + 10bp 国際協⼒銀⾏業務

第18回 150 億円 20年 2.157 ％ 100円 2.157 ％ R13.５.９ #126 + 14bp 農林⽔産業者向け業務

第19回 500 億円 ２年 0.220 ％ 100円 0.220 ％
H23.７.26 H23.８.４

H25.８.２ #250 + ６bp 国⺠⼀般向け業務

第20回 600 億円 ５年 0.471 ％ 100円 0.471 ％ H28.９.20 #282 + ６bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第21回 500 億円 ２年 0.206 ％ 100円 0.206 ％
H23.10.21 H23.10.28

H25.10.28 #254 + ６bp 国⺠⼀般向け業務

第22回 100 億円 20年 1.853 ％ 100円 1.853 ％ R13.10.28 #130 + ８bp 農林⽔産業者向け業務
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資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
② 財投機関債（続き）

財投機関債

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 対国債ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 資⾦使途

第23回 500 億円 ２年 0.201 % 100円 0.201 %

H24.４.25 H24.５.10

H26.５.９ #258 + ９bp 国⺠⼀般向け業務

第24回 300 億円 ５年 0.368 % 100円 0.368 % H29.５.10 #285 + ９bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第25回 150 億円 10年 0.997 % 100円 0.997 % R４.５.10 #321 + ６bp 農林⽔産業者向け業務

第26回 500 億円 ２年 0.161 % 100円 0.161 % H24.７.26 H24.８.８ H26.８.８ #260 + ６bp 国⺠⼀般向け業務

第27回 300 億円 ２年 0.156 % 100円 0.156 % H24.８.29 H24.９.14 H26.９.12 #264 + ５bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第28回 500 億円 ２年 0.151 % 100円 0.151 %

H24.10.19 H24.10.26

H26.10.24 #264 + ５bp 国⺠⼀般向け業務

第29回 200 億円 ５年 0.256 % 100円 0.256 % H29.10.26 #288 + ５bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第30回 100 億円 10年 0.825 % 100円 0.825 % R４.10.26 #325 + 3.5bp 農林⽔産業者向け業務

第31回 200 億円
２年 0.140 % 100円 0.140 % H25.２.21 H25.２.27 H27.２.27 #267 + ９bp

国⺠⼀般向け業務

第32回 200 億円 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第33回 500 億円 ２年 0.196 % 100円 0.196 %

H25.４.24 H25.５.８

H27.５.８ #269 + ７bp 国⺠⼀般向け業務

第34回 300 億円 ５年 0.295 % 100円 0.295 % H30.５.８ #291 + ７bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第35回 100 億円 10年 0.620 % 100円 0.620 % R５.５.８ #328 + ３bp 農林⽔産業者向け業務

第36回 400 億円 ２年 0.175 % 100円 0.175 % H25.７.24 H25.８.１ H27.８.５ #271 + ５bp 国⺠⼀般向け業務

第37回 300 億円 ３年 0.203 % 100円 0.203 % H25.８.28 H25.９.12 H28.９.12 #282 + ５bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第38回 500 億円 ２年 0.151 % 100円 0.151 %
H25.10.29 H25.11.７

H27.11.６ #272 + ５bp 国⺠⼀般向け業務

第39回 200 億円 ５年 0.240 % 100円 0.240 % H30.11.７ #296 + ５bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第40回 500 億円 ２年 0.131 % 100円 0.131 % H26.４.25 H26.５.８ H28.５.10 #277 + 4.5bp 国⺠⼀般向け業務

第41回 250 億円 ２年 0.111 % 100円 0.111 %
H26.８.26 H26.９.10

H28.９.９ #282 + ４bp 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第42回 200 億円 ３年 0.132 % 100円 0.132 % H29.９.８ #288 + ４bp 農林⽔産業者向け業務

第43回 500 億円
２年 0.101 % 100円 0.101 % H26.11.11 H26.11.19 H28.11.18 ※ ―

国⺠⼀般向け業務

第44回 200 億円 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第45回 500 億円 ２年 0.100 % 100円 0.100 % H27.２.26 H27.３.５ H29.３.３ ※ ― 国⺠⼀般向け業務
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※ ⾦利絶対値によるプライシングを⾏ったことから、対国債スプレッドはなし。



資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
② 財投機関債（続き）

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 対国債ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 資⾦使途

第46回 400 億円
２年 0.100 % 100円 0.100 % H27.５.19 H27.５.28 H29.５.25 ※ ―

国⺠⼀般向け業務

第47回 300 億円 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第48回 500 億円 ２年 0.100 % 100円 0.100 % H27.８.６ H27.８.12 H29.８.10 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第49回 500 億円
２年 0.100 % 100円 0.100 %

H27.10.22 H27.11.２
H29.11.２ ※ ―

国⺠⼀般向け業務

第50回 150 億円 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第51回 200 億円 ３年 0.100 % 100円 0.100 % H30.11.２ ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第52回 60 億円
３年 0.030 % 100円 0.030 % H28.３.10 H28.３.25 H31.３.25 ※ ―

中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第53回 40 億円 中小企業者向け証券化支援買取業務

第54回 600 億円 ２年 0.009 % 100円 0.009 % H28.４.26 H28.５.12 H30.５.11 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第55回 600 億円 ２年 0.001 % 100円00銭1厘 0.0005 % H28.７.26 H28.８.９ H30.８.９ ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第56回 200 億円
３年 0.001 % 100円00銭1厘 0.0006 % H28.９.８ H28.９.20 R１.９.20 ※ ―

農林⽔産業者向け業務

第57回 400 億円 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第58回 10 億円
４年 0.010 % 100円 0.010 % H29.３.９ H29.３.17 R３.３.17 ※ ―

中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第59回 90 億円 中小企業者向け証券化支援買取業務

第60回 500 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %
H29.４.26 H29.５.12

R１.５.13 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第61回 400 億円 ４年 0.010 % 100円 0.010 % R３.５.12 ※ ― 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第62回 400 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %
H29.７.28 H29.８.10

R１.８.13 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第63回 300 億円 ３年 0.001 % 100円 0.001 % R２.８.10 ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第64回 500 億円 ２年 0.001 ％ 100円00銭2厘 0.000 % H29.10.26 H29.11.９ R１.11.11 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第65回 150 億円 ３年 0.001 % 100円 0.001 %

H30.３.２ H30.３.13

R３.３.12 ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第66回 82 億円
４年 0.030 % 100円 0.030 % R４.３.11 ※ ―

中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第67回 68 億円 中小企業者向け証券化支援買取業務
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※ ⾦利絶対値によるプライシングを⾏ったことから、対国債スプレッドはなし。

財投機関債



資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
② 財投機関債（続き）

財投機関債

回号 発⾏額 年限 利率 発⾏価格
(100円あたり)

応募者
利回り

募集開始⽇ 発⾏⽇ 償還⽇ 対国債ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ 資⾦使途

第68回 600 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %
H30.４.26 H30.５.９

R２.５.11 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第69回 300 億円 ４年 0.020 % 100円 0.020 % R４.５.９ ※ ― 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第70回 500 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %

H30.７.26 H30.８.９

R２.８.12 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第71回 250 億円 ３年 0.001 % 100円00銭1厘 0.0006 % R３.８.９ ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第72回 250 億円 10年 0.255 % 100円 0.255 % R10.８.９ #351 + 16.5bp 農林⽔産業者向け業務

第73回 300 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 % H30.10.25 H30.11.12 R２.11.12 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第74回 66 億円
４年 0.010 % 100円 0.010 % H31.２.28 H31.３.８ R５.３.８ ※ ―

中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第75回 84 億円 中小企業者向け証券化支援買取業務

第76回 500 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %

H31.４.25 R１.５.14

R３.５.14 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第77回 300 億円 ４年 0.005 % 100円 0.005 % R５.５.15 ※ ― 中小企業者向け融資･証券化支援保証業務

第78回 100 億円 10年 0.135 % 100円 0.135 % R11.５.14 #354 + 17.5bp 農林⽔産業者向け業務

第79回 400 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %
R１.７.25 R１.８.８

R３.８.９ ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第80回 100 億円 10年 0.070 % 100円 0.070 % R11.８.８ ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第81回 500 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 % R１.10.25 R１.11.６ R３.11.８ ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第82回 92 億円
４年 0.001 % 100円 0.001 % R２.２.28 R２.３.５ R６.３.５ ※ ―

中小企業者向け融資・証券化支援保証業務

第83回 58 億円 中小企業者向け証券化支援買取業務

第84回 600 億円 ２年 0.005 % 100円 0.005 % R２.４.24 R２.５.13 R４.５.13 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第85回 1100 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 %
R２.７.31 R２.８.７

R４.８.８ ※ ― 国⺠⼀般向け業務

第86回 800 億円 ４年 0.010 % 100円 0.010 % R６.８.７ ※ ― 中小企業者向け融資・証券化支援保証業務

第87回 100 億円 ３年 0.001 % 100円00銭3厘 0.000 % R３.２.26 R３.３.８ R６.３.11 ※ ― 農林⽔産業者向け業務

第88回 300 億円 ２年 0.001 % 100円00銭2厘 0.000 % R３.10.28 R３.11.10 R５.11.10 ※ ― 国⺠⼀般向け業務

42

7

※ ⾦利絶対値によるプライシングを⾏ったことから、対国債スプレッドはなし。



資⾦の調達 （参考）社債の発⾏実績
③ 財投機関債(発⾏条件の推移)

財投機関債の発⾏条件の推移
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（参考）社債の発⾏実績
④ 財投機関債(投資家別購⼊状況)資⾦の調達

⽇本公庫財投機関債の投資家別の購⼊状況

① 累計（平成21年10⽉〜令和３年11⽉）

② 平成27年度以降（平成27年４⽉〜令和３年11⽉）
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10,849億円
37%

8,504億円
29%

5,503億円
19%

4,354億円
15%

地方金融機関 中央機関投資家 公的機関 諸法人

全体
29,210億円

10、20年債
1,600億円

２、３年債
21,060億円

４、５年債
6,550億円

2,037億円
15%

6,497億円
47%

2,923億円
21%

2,293億円
17%

全体
13,750億円



 本資料は、情報提供のみを目的として作成したものであり、社債の募集、
販売などの勧誘を目的としたものではありません。

 当公庫は、⾦融商品取引法に基づく届け出をするか、又は届け出が免除さ
れる場合を除き、社債の募集を⾏うことが認められていません。

 本資料は、当公庫の事業に関する計画についての記述を含んでいます。計
画に関する記述は、その達成の可否が将来の事由や環境に左右されるため、
不確実性を内在しています。当公庫は、状況の変化に伴い計画に関する記
述を更新又は修正して公表する義務を負いません。

お問い合わせ先

株式会社日本政策⾦融公庫

財務部資⾦管理課

 本資料は、情報提供のみを目的として作成したものであり、社債の募集、
販売などの勧誘を目的としたものではありません。

 当公庫は、⾦融商品取引法に基づく届け出をするか、又は届け出が免除さ
れる場合を除き、社債の募集を⾏うことが認められていません。

 本資料は、当公庫の事業に関する計画についての記述を含んでいます。計
画に関する記述は、その達成の可否が将来の事由や環境に左右されるため、
不確実性を内在しています。当公庫は、状況の変化に伴い計画に関する記
述を更新又は修正して公表する義務を負いません。

お問い合わせ先

株式会社日本政策⾦融公庫

財務部資⾦管理課 TEL 03-3270-7440
FAX 03-3270-2755

URL︓http://www.jfc.go.jp/
投資家の皆様向けのページもございますのでご覧下さい。

http://www.jfc.go.jp/n/ir/


